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業は人手不足と賃金水準の低さから脱せずに
いるというのはいいすぎであろうか。
　他方、国内小売市場に目を転じると、高級
品市場で圧倒的な存在感を示していた百貨店
の低迷、ユニクロに代表される製造小売業
（SPAなど）６）の市場獲得の拡大、さらには
ZOZOTOWNに代表されるネット販売の拡大
など、小売市場をめぐる変化は凄まじいもの
がある。こうした小売市場変化の要因の一つ
に、衣料品の平均単価が、安価な海外生産品
の輸入拡大と共に、大きく低下していること
をあげておきたい７）。
　いったい、わが国の繊維産業・アパレル産
業はどこに向かっているのであろうか。その
方向は、産業の発展に繋がっているのであろ
うか。ここ３年ほどで訪問した繊維・アパレ
ル関連企業８）と業界団体は、220を超えたが、
この命題に対する答えを得るまでには未だ
至っていない。むしろ、訪問を重ねれば重ね
るほど、新たな疑問と研究課題が増え続けて
いる。とはいえ、著者の研究の目的は、繊維
産業・アパレル産業の全容というか、全体の
構造変化を可能な限り明らかにすることと、
　わが国の繊維産業・アパレル産業１）をめぐ
る生産・流通構造が変化し続けている。織物
に代表される「生地生産」は、1985年のプラ
ザ合意を境にした欧米生地輸出の決定的な落
ち込み、さらには90年代中頃から海外製生地
調達に転じていく国内向け衣料品の海外生産
の進展２）などを背景に縮小基調から脱せずに
いる。今日では、一定の生産量を維持してい
る国内生地産地は数えるほどになり３）、各地
に点在する先進的な取り組みに挑戦し続けて
いる中小生地メーカーを過度４）に注目しなけ
ればならない時代に突入している。
　また、衣料品の国内市場における「国内製
品生産（縫製加工）」の割合は、海外生産が
本格化する90年代に大きく低下し始め、現在
では１割を割り込んでいると推計できる（図
－１参照）。この間、国内各地の縫製業は、「ア
パレル企業」５）からの製品受注の激減と、そ
れ以前の70年代から人手確保難に苦しみ続け
ていたことが重なり、規模縮小と廃業を繰り
広げていくことになる。もちろん、これらの
困難に直面しながらも様々な取り組みに挑戦
している縫製業が散見されるが、大半の縫製
繊維・アパレル産業をめぐる
生産・流通構造変化の特質と分析視角
Characteristics and Analysis Viewpoint of Changes in the Production 
and Distribution Structure of the Textile and Apparel Industry
　
加　藤　秀　雄
KATO, Hideo
キーワード ： 繊維産業、アパレル産業、生産構造、流通構造
Key words ： textile industry, apparel industry, production structure, distribution structure
― 58 ―
??????????????????????
１．海外生産の拡大の下での生産・流通
構造変化の特質と分析視角
　わが国のアパレル市場において輸入品割合
が拡大を続けている。図－１には、著者達が
指摘する国内生産数量の補正推計に基づく
「輸入品割合（逆は、国内生産品割合）」13）と、
参考データとして、一般に広く使われている
「輸入浸透率」を表示している。これによると、
国内市場における輸入品の割合14）は、90年
23.6％、2000年66.0％、10年88.0％、15年91.4％
と増え続けている。
　ただし、輸入数量は、ここ10年ほどをみる
と、05年35.6億点、10年37.5億点、15年35.7億
点と、やや頭打ち状態になっている。
　さて、わが国の繊維・アパレル産業の海外
生産をめぐる生産・流通構造の変化と、その
特質は、次のようにまとめることができる。
　一つは、国内生産時代、原糸生産から製品
生産に至る取引場面において、特に金融面15）
で関わっていた総合商社、繊維専門商社、原
糸メーカー系商社などの商社等が、海外生産
時代の高まりと共に、アパレル企業からの
OEM・ODM生産16）としての海外製品生産事
業を拡大強化し、海外生産の主役に転じてき
たことがあげられる。
　特に、80年代中頃から取り組まれ、90年代
に本格化する中国進出では、アパレル企業、
縫製業の海外事業に対する「補完者」から、「生
産管理機能（技術指導を含む）」を内部化す
るなどして「生産者」として衣替えしていく
ことになる17）。さらに、日系縫製工場の支援
のみならず、ローカル企業等を数多く組織し
たり、合弁縫製工場、独資縫製工場を主体的
に設立するなど、海外を舞台とした日本市場
向け製品生産の主役としての確固たる地位を
次代の発展の手がかりを得ることにある。こ
の場合、ある局面、あるいは特定のテーマに
絞り込みながら分析研究を積み重ねていくこ
とになるが、そうした際にも、常に産業全体
の構造変化を強く意識しておきたいと考えて
いる９）。
　本稿では、そうした著者の研究目的が大き
くぶれないために、現時点で考えている繊維
産業・アパレル産業全体の生産・流通構造変
化の特質と分析視角を整理しておきたい。
　一つは、「海外生産の拡大」という括りから
の特質と分析視角である。ここでは、国内生
産時代の製品生産の主役であったアパレル企
業と縫製業の海外展開の分析も重要ではある
が、より存在感を高めてきた総合商社10）、繊
維専門商社、原糸・生地メーカー系商社11）、
そしてOEMメーカー 12）などの企業群の海外
製品生産（OEM生産）事業に注目したい。
　二つは、「国内生産の縮小」という括りから
の特質と分析視角である。国内生産の縮小が
もたらしている繊維・アパレル関連企業の
様々な変化を、「生地生産」と「製品生産」に
焦点を当てながらみていきたい。
　三つは、「衣料品の製品分野別の構造的特
質」に注目した分析視角である。衣料品とい
えども、たとえばファッションアパレルとユ
ニフォームを比較すると、生産・流通構造が
大きく異なっていることが認められる。ここ
では製品分野別の相違点を概観しておくこと
にする。
　四つは、「小売市場の多様化」を取り上げた
い。今日では、川下の事業展開によって産業
全体が大きく揺れ動くという時代を迎えてい
る。小売市場をめぐる業種業態の変化を、特
に「アパレル企業の小売機能」と「小売業の
製品企画関与」という側面からみていきたい。
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ことがあげられる。ただし、中国以外での生
産については、生地調達の現地化が難しい
ケース25）、技術的な課題を抱えているケース、
量産対応に規定されているケースなどがみら
れるように、中国とは異なる役割が与えられ
ているようである。また、日本向け生産を手
がける縫製工場は、日系縫製業が展開してい
る工場、商社等が設立している工場だけでな
く、中国、韓国、台湾資本の工場を含めての
競争関係に入っていることが指摘できる。時
代は、中国での生産を維持する一方、新たな
国際的な広がりを伴いながら複雑性を一段と
増している。
　ところで、今日の中国における日本市場向
けの縫製工場の多くは、100人、200人ほどの
規模が占めるように変化している。そこで働
く縫製工も、人手不足と重なり、ベテランが
多くを占めるなど高年齢化しているという26）。
このように、中国での製品生産環境は、日本
の小ロット生産に対応できる小規模化に著し
確立してきたのである18）。
　こうした海外生産の進展について、著者は、
徐々に海外生産の主役になっていった大手商
社等の海外製品生産事業に焦点を当て分析し
てきた19）。もちろん、わが国の海外生産につ
いては、大手商社等のみが手がけるのではな
く、多くの縫製業も大挙して中国進出して
いったという事実を忘れるものではない20）。
また、国内において縫製部門を備えていたア
パレル企業21）の中国進出も活発に繰り広げら
れてきたことなどの分析研究は重要であると
考えているが、現在の中国における日本向け
製品生産の多くが、ローカル企業を焦点とす
るように変化したことで、日系縫製工場が撤
退、縮小に追い込まれていったことにも注目
しておきたい。
　二つは、わが国の海外生産が中国一辺倒か
ら、チャイナプラスワン22）への取り組みに基
きASEAN地域、南アジア23）へと広がり、さ
らに現在ではアフリカ24）が視野に入っている
図－１　国内市場における国内生産品割合（推計）の推移
注：単位％。国内生産品割合(推計)は、衣料品（布帛外衣＋布帛下着＋ニット外衣＋ニット下着）の数量が公表されている「生
産動態統計調査（繊維統計）」が、月々の生産変動の把握を目的に調査されており、国内生産数量の捕捉率が低いことから、
工業統計の従業者数と、「生産動態統計調査」の従事者数を、単純に比較し推計した国内生産数量と、貿易統計に基づく
輸入量と輸出量によって、求めている。ちなみに、参考の「輸入浸透率」を算出しているデータである国内生産数量の
捕捉率は、ほぼ30－35％であると考えられる。なお、生産動態統計調査と工業統計等の従事者数と従業者数の対比によ
る推計は、奥山雅之氏（明治大学紀要の発表予定稿より）によって求められている。
資料：日本化学繊維協会『繊維ハンドブック』2018年版、61頁、日本繊維輸入組合「日本のアパレル市場と輸入品概況」、経
済産業省『生産動態統計調査（繊維統計）』各年版、総務省・経済産業省『経済センサス基礎調査』各年版、より作成。
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（１）生地生産における構造変化と分析視角
　ところで、国内生地産地は、生産規模の縮
小という点では共通するが、原糸素材の違い、
生地生産法（織物とかニット）の違い、用途
の違いなどを背景に、それぞれの生産・流通
構造は異なっている。また、今日、それぞれ
が直面している課題であるとか、発展可能性
についても異なっているようにもみえる。そ
うした国内の生地産地を可能な限り分析対象
としたいと考えているが、当面は限られた生
地産地を対象とする生産・流通構造分析にな
らざるを得ない28）。
　とはいえ、産業全体の変化に注目する著者
としては、次の二つの分析視角を常に意識し
ておきたいと考えている。
　一つは、縮小期における各生地産地の生産・
流通構造変化を、原糸メーカー（紡績メー
カー、合繊メーカーなどで、事業としては糸
事業と、生地事業を構成）による系列体制の
縮小・放棄や、地域外の商社等（総合商社、
繊維専門商社など）と地域内の商業資本（産
元商社、産地問屋、仲買商、買継商など）の
事業内容の変化などからの分析である。
　もちろん、生産量の縮小により、産地内の
分業構造に様々な問題をもたらしていること
を軽視するものではないが、原糸メーカーや
産地内外の商業資本が、縮小期に突入する中
で、どのような企業行動に出たのか29）、そし
てそれは産地の生地生産にどのような影響を
もたらすことになったかを明らかにすること
は、生地産地の今後を見通す上で、極めて有
益であると考えている。
　たとえば、合繊メーカーの系列下から解き
放されていく長繊維合繊織物・ニットの北陸
産地30）や、それより早く紡績メーカーの生産
縮小に直面する短繊維の綿・混紡織物の西脇
く、かつてとは明らかに異なってきているこ
とに留意する必要がある。もちろん、今なお
中国において、数千人規模の縫製工場も存在
するが、それらは欧米アパレル企業向けとか、
日本企業向けではユニクロなどの量産品を手
がけているようである。
　いずれにしても、こうした実態分析を積み
重ねることが、わが国の繊維産業・アパレル
産業の生産・流通構造変化を明らかにするだ
けでなく、今後の発展に向けての示唆を得る
ことに繋がると考えている。特に、これまで
生産管理、生産技術面を強化しOEM、ODM
生産を拡大してきた商社等の海外製品生産事
業の展開が、次代の中でどのように変化し、
それがわが国繊維・アパレル産業の生産・流
通構造にどのように影響していくかを見通す
ことは極めて重要であるといえよう。
２．国内生産の縮小がもたらす生産・流
通構造変化の特質と分析視角
　現在、国内の「生地生産」と「製品生産（縫
製加工）」は、縮小基調から脱することがで
きずにいる。結果、これらの生産・流通に関
わる繊維・アパレル関連企業の繊維事業は、
国内生産縮小の影響下に置かれ、様々な変化
をみせていったことが想像できよう。
　他方、「生地輸出」については、一つはプラ
ザ合意以後の円高を境とした落ち込み、二つ
は海外縫製用の生地輸出が現地生産生地に
取って代わられ始めた90年代中頃以降の落ち
込みなどが確認できる。ただし、合繊織物・
ニットについては、非衣料27）の用途拡大がみ
られるなど、必ずしも生産量の推移が衣料用
の落ち込みを表しているわけではないことに
留意する必要がある。
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大半が大手原糸メーカーのチョップ品や、地
域内外の商社等による企画品によって占めら
れていた。もちろん、大手原糸メーカー、あ
るいは商社等と、アパレル企業が「生地企画」
の場面で相互にやり取りしていたことが想像
できるように、間接的な関与も少なくなかっ
たように思える。
　しかし、製品生産の海外化に続く海外生産
生地の調達時代への突入は、アパレル企業の
国内生地産地離れをもたらしていくことに
なった。次第に、直接、間接の如何に関わら
ず、アパレル企業の「製品企画」、「生地企画」
の下での「生地生産」というのは、国内生地
による差別化を堅持している高級路線を走る
一部のアパレル企業に限られ、大手アパレル
企業、中小アパレル企業の大半は、生地企画
からますます距離を置くことになる。
　ようやく、現在に至って、生地企画による
差別化が、店頭に並ぶ商品の同質化から抜け
出す一つの方法であることに気づき、「生地企
画」に何らかの形で関わろうとするアパレル
企業が増えているように思える。ただし、そ
れがどこまでアパレル企業一般に広がってい
るのか、今後どこまで拡大していくかは定か
ではなく、それらを検証していく必要がある。
　その一方、各生地産地においては、「生地企
画」に踏み込む例が増え続けている。この取
り組みは、産地側からの市場に向けての直接
的な「生地企画」、さらに「製品企画」にま
で踏み込むなど、かなり意欲的にみえるが、
継続的な取引に繋がりにくいという困難を抱
えていることにも留意する必要がある33）。
（２）製品生産における構造変化と分析視角
　次に「製品生産（縫製加工）」についてみ
てみよう。国内市場における「国内生産品割
を中心とする播州産地31）において、原糸取引、
生地取引、金融支援、情報提供などで関わっ
てきた産地内外の商業資本の役割、事業展開
は、どのように変化してきたのであろうか。
　この点、北陸産地では、合繊メーカーと直
接取引するケースと産地内外の商業資本（総
合商社、繊維専門商社、産元商社など）との
直接取引のケースが機屋の規模によりほぼ分
けられていたのに対し、播州産地では、紡績
メーカーの代理としての産元商社（有力機屋
を含む）の下で組織されていたということを
含めての系列体制の共通点と相違点は、産地
の構造分析を進める上で極めて興味深いもの
がある。
　他方、織物産地とは異なるニット産地の特
異な生産・流通構造にも目を向けていかなく
てはならないだろう。ニット生地に関しては、
丸編ニット（カットソー用）が生地市場を形
成しているのに対し、セーター等を手がける
横編ニット業では、生地生産と製品生産の両
方をほぼ一貫して担っていることを背景に、
生地市場が形成されていないという違いをみ
ることができる。
　また、丸編ニットでは、メリヤス業と呼ば
れた時代に生地生産と製品生産を一貫して手
がけていた企業が東京、大阪で数多く存立し
ていたという歴史的な背景から､ 現在では丸
編ニット業というより製品生産に深く傾斜し
たアパレル型ニット業32）ともいうべき企業に
転じている例をみることもできる。
　二つは、アパレル企業が生地生産に対して
どこまで関与してきたのか、その関与はどの
ように変化してきたかについての分析があげ
られる。国内生産時代において、産地におけ
る生地生産は、アパレル企業による直接発注
のケースが皆無であったとは言い切れないが、
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三つに分けることができる。
　一つは、アパレル企業から生地、付属品が
支給されるケースである。この場合、有償支
給と無償支給があり、前者は『工業統計』で
は「製造品出荷」となり、後者は「賃加工品」
となる。製造原価コストが厳しく抑えられて
いる現在では、大半が後者での取引になって
いるようである。
　二つは、生地はアパレル企業から支給され、
付属品は縫製が調達するというケースである35）。
先のケースとの違いは、付属品が特殊である
か、どちらが調達する方がコスト的に優位か、
あるいは管理コストの削減に繋がるかという
点があげられる。ただし、生地が有償か無償
かで先と同様の分類になる。
　三つは、生地、付属品すべてを縫製業が調
達するケースである。このケースは､『工業統
計』での「製造品出荷」になるが、これは生
地が比較的手に入れやすいこと、それほど差
別化されたものでないケースが多い。
　いうまでもなく、「賃加工品」のケースにお
いて「製品企画」は、発注者であるアパレル
企業にある。いや、生地がニット（丸編等の
カットソー）では、縫製業が生地手当を行い、
「製品企画」は、アパレル企業、あるいはア
パレル型ニット業（ODM生産）が手がける
ケースが大半といえる。
　他方、セーター類の横編ニット36）において
は、先に指摘したように「生地生産」と「製
合」は、低下し続けている。これは、安価な
海外生産品の輸入拡大が強く影響しているが、
他方では国内生産拡大が要請されていた70年
代からの国内における人手確保難にも注目し
ておく必要がある。85年、岐阜の縫製業であ
るサンテイは、日本での人手確保難の解決が
困難であるとの判断の下に中国に進出したと
いう34）。
　加えて、この海外進出には、当時だけでな
く、現在なお解決にほど遠い縫製業の賃金問
題が底流にあると考えられる。表－１は、『賃
金基本構造統計調査』に基づく「ミシン縫製
工（女）」の賃金等の推移である。17年時点
でいうと、職種として取り上げられている
129職種のうち、「ミシン縫製工（女）」の平均
賃金は、最も低く、82年開始の外国人研修制
度（10年からは、技能実習制度）の一つの焦
点となっていた理由をここにみることもでき
る。
　さて、海外生産が拡大していく中で、アパ
レル企業の国内における「製品生産（縫製加
工）」は、量的な減少に伴い、縫製業との取
引関係を希薄化させていく。もちろん、アパ
レル企業と縫製業の取引関係は、製品分野に
よって異なっているが、ここではファッショ
ンアパレル、とりわけレディースファッショ
ン分野を意識しながらみていくことにする。
　一般に、アパレル企業と縫製業の取引は、
生地調達、付属品の調達等によって、大きく
表－１　ミシン縫製工（女）の平均年齢・年間給与（賞与含む）の推移
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2017
平均年齢（歳） 23.6 27.0 32.6 36.4 39.9 41.4 43.6 45.2 45.3 44.0 44.8 45.0
平均勤続年数（年） 3.0 3.5 4.2 5.7 6.9 8.4 9.9 11.1 11.4 11.8 12.6 12.1
年間給与・賞与等の合計（千円） 174 331 720 1,194 1,439 1,708 1,914 1,866 1,809 1,901 1,989 2,024 
　きまって支給する現金給与額（月） 15 28 60 85 104 122 140 142 141 148 154 159
　年間賞与その他特別給与額 － － － 172 187 247 239 164 114 131 145 111
注：「年間給与・賞与等の合計」は、「きまって支給する現金給与額（月）」×12 ヵ月＋「年間賞与その他の特別給与等」
資料：厚生労働省『賃金構造基本統計調査』各年版、より作成。
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ム」については、「学生服（学校服）」「作業服」
「事務服」「スポーツ用衣料」といった分類な
どが、大雑把であるがあげられる。
　ここでは、これら一つひとつの分析視角を
取り上げる紙幅もないので、ここまで注目し
てきたキーワードである「生地企画」「生地
生産」「製品企画」「製品生産（縫製）」を意
識しながら「海外生産」「国内生産」という
括りで、製品分野別の特質を整理しておくこ
とにする。
　まず、「海外生産」をファッションアパレル
分野と対比するという観点から、「ユニフォー
ム」をとりあげてみよう。先に指摘したよう
に、「ユニフォーム」は、大きく４分類するこ
とができた。このうち、「作業服」は海外生産
が活発であるのに対して、「学生服（学校服）」
「事務服」では国内生産を主にするなど、製
品分野によって異なっていることが認められ
る。なお、「スポーツ用衣料」の海外生産の取
り組みについては、現時点で言及できるほど
企業訪問を重ねていないことを断っておきた
い。
　さて、「作業服」については、コスト対応が
厳しく求められていること、また一定の生産
ロットが期待できることなどを背景に海外生
産が進展したと考えられる。ただし、この海
外化については、先のファッションアパレル
などの海外生産に比べ、取り組み時期は比較
的遅かったようである。それは、これらが使
用する生地が、特殊な機能性を備えたもので
あることも多く、その海外調達体制が整うの
が遅れたことにも起因している。
　ただし、海外生産が進展しているといわれ
る作業服でも、量産が大半を占めるカタログ
掲載品と、少量、短納期対応が要求されるこ
とが多い別注品37）とでは、国内外生産の取り
品生産」が一貫して行われていることが一般
的であることから、商社等の役割は、伝統的
な金融面での支援にとどまっている。とはい
え、商社等については、この取引場面では原
料供給者である「糸商」としての役割を担っ
ているように、事業領域の幅広さを確認する
ことができる。
　また、横編ニットとアパレル企業との関係
をみると、アパレル企業による製品企画の下
でのOEM生産が主であるが、ニット業から
の企画提案が少なくないことにも注目してお
きたい。
　一方、これらの横編ニット製品を除く
ファッションアパレル分野（布帛、カット
ソー）では、中小アパレル企業、大手アパレ
ル企業に関わらず商社等が海外生産に加え、
国内生産の場でも、従来の金融支援だけでな
く、OEM・ODM生産という形で関与するケー
スが増えている。このことを、アパレル企業
の製品差別化戦略と、どのように関係づけて
理解すればいいのであろうか。それを明らか
にすることは、今後の発展課題を検討する上
で重要になるといえよう。
３．製品分野で異なる国内外生産と流通
構造の違いと分析視角
　ところで、衣料品の製品分野は、何を基準
にするかによって分類が異なってくる。まず
は、「レディースカジュアル」「レディース
フォーマル」「メンズカジュアル」「メンズ
フォーマル」「紳士服（スーツ）」「子供服」
といった分類、あるいは「アウター」「イン
ナー」という分類、「ボトム」「シャツなどの
軽衣料」「コートなどの重衣料」「セーター類」
といった分類、「ファッションアパレル」「ユ
ニフォーム」という分類、さらに「ユニフォー
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国内生産を規定する諸条件の存在が指摘でき
よう。
　以上は、製品分野別の生産・流通構造のほ
んの一部の特質と変化を示したにすぎない。
今後の分析研究では、製品分野別に、一つひ
とつ「生地企画」「生地生産」「製品企画」「製
品生産（縫製）」などの生産面と、アパレル
企業と小売業、さらには商社等を含めた流通
場面の取引構造を明らかにしていくことが必
要である。それは、異なる条件のもとで形成
されている様々な生産・流通構造変化の分析
研究を重ねることで、日本の繊維産業、アパ
レル産業の発展の手がかりを見出せるのでは
と考えているからにほかならない。
４．小売市場の変化がもたらす生産・流
通構造変化の特質と分析視角
　最後に４つ目の括りとして「小売市場の変
化」を基点とした分析等について整理してみ
よう。ところで、国内市場に投入される国内
生産品の割合は、先のように正確ではなくと
も「数量ベース」で求めることができた。し
かし、販売実績に基づく市場規模の把握は、
数量ベースではなく「金額ベース」しかでき
ない。通常、機械産業などでは、国内市場規
模は、金額、数量ともに、国内生産と輸出入
の差引によって、ほぼ求められることができ
るが、衣料品市場ではそれができない。
　その要因の一つに、市場に投入された衣料
品が、多くの場合、通常の小売販売、その後
のバーゲンを経ても売れ残りが大量に発生し
ていることがあげられる38）。それらの売れ残
り品は、ブランド価値を維持するために焼却
されることもあるが、在庫処分品を扱う業者
へ捨て値で売られ、破格の価格で小売市場に
再投入されることも少なくない。それでも
組みが異なっていることにも留意する必要が
ある。いずれにしても、海外生産は、生地調
達の現地化が可能になることで一段と進展し
たといえる。
　現在、日本製の生地を輸出し、海外で縫製
する製品生産は、どのくらいの量を数えてい
るのであろうか。機能性の高い生地が求めら
れる一部の「作業服」とか、日本でしか製造
できない高級・特殊生地を使用する「ファッ
ションアパレル品」において、海外縫製のケー
スを個々には確認できるが、著者はそれらの
定量的な把握に至っていない。それが可能か
どうかは定かではないが、製品分野によって
異なる国内生地、海外縫製というケースを、
国内における生地の品目別、用途別、輸出量
の推移などと合わせて理解していく必要があ
ると考えている。
　次に、「国内生産」という観点からみてみよ
う。先の海外生産で指摘したように国内生産
のウエイトが高いのは、「学生服（学校服）」「事
務服」である。これは、学校服が、詰め襟学
生服のような既製服ではなく、学校ごとにデ
ザインされた制服の普及により、２月３月と
いう年度末に確定する各学校の入学者数への
対応、入学者一人ひとりの採寸に対応するた
めの短納期体制の構築、年間を通じての生産
平準化（在庫生産による）などを背景に国内
生産を維持しているともいえるのである。
　また、事務服のうち別注品については、百
貨店、ユニフォームメーカーなどが参加する
コンペで受注者が決められ、その後個々人の
サイズ等へのきめ細かな対応も求められるこ
とも国内生産維持の理由の一つになっている
といえる。このほか、ユニフォーム関連では、
警察、自衛隊、消防などの特殊、かつ機能性
が求められる生地を使用しているだけでなく、
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ないほどに、自らの小売機能を放棄してきた
ように思える40）。
　一方、百貨店の売り場で自社製品を販売す
る百貨店アパレル企業は、一般に卸売業、製
造卸売業といわれながら、先のような販売体
制を整え始めたとき、「製造小売業」としての
機能を内部化するきっかけを得たのではない
だろうか。この点、53年には、百貨店アパレ
ル企業ともいえる樫山（現、オンワード樫山）
が、土日限定で販売員を送り込んでの委託販
売に踏み出しているという例41）もみられるが、
それが今日のように業界全体で常態化するに
至ったことについては、先行研究を含めて検
証していく必要がある。
　とはいえ、アパレル企業を広く眺めると、
従来の小売業ルートへの販売に重心を置いて
いる例や、自ら小売店舗を構えながらの小売
展開を強めている例、あるいは自社とか大手
ネットチャネルを利用したネット販売に力を
入れるなどというように、実に幅広い事業展
開にあることも指摘できる。
　さらに、アパレル企業は、取扱製品によっ
て業態も様々であることが注目される。たと
えば、先に取り上げた学生服・学校服メーカー
では、学校への営業活動を含めての直接販売
もみられるが、大半の企業の販売については
衣料品店などの代理店を通じて行うのが一般
的である。また、製品生産については、外注
縫製工場を組織しているが、大半が自社縫製
工場を構えるなど、メーカー的な生産体制を
整えているといえる。
　以上のように、アパレル企業の事業活動に
ついては、繰り返しになるが「製造」「卸売」
「小売」という伝統的な枠組みのみで分類で
きないほど多様であり、時代の変化と共に、
一段と複雑性を増しているといえよう。
残った衣料品は、繊維ゴミとして処理される
か、あるいは最終的に衣料品か産業資源なの
か判断は難しいものの産業廃棄物などとして
輸出されていることもあるという。いずれに
しても、こうした売れ残りを前提とした原価
率の設定や在庫処分問題が、すべての繊維・
アパレル関連企業の取引に影響を及ぼしてき
ていることはいうまでもないだろう。
　実際、衣料品販売が金額的に減少している
百貨店市場における上代価格に対する原価率
の低下39）は、コスト優先の流れと共に、重大
な問題を孕んでいるといえる。また、生産を
基軸とした取引場面での諸問題、百貨店アパ
レル企業の経費削減とも関わる自社企画体制
の縮小、さらにネット販売を含めた新たな販
売チャネルでの販売展開を模索するアパレル
企業の増加など、小売市場を起点とする繊維
産業・アパレル産業の生産・流通構造の変化
は、問題の深刻性と複雑性を強め続けている。
こうした小売市場を起点とした分析研究を進
めていくにあたって、著者は、次の点を確認
しておきたいと考えている。
　一つは、百貨店が衣料品販売における「小
売業」として位置づけられるのかという点で
ある。二つは、その百貨店向けに商品を供給
している百貨店アパレル企業を「卸売業」、
あるいは「製造卸売業」として位置づけてい
いのかという点である。
　かつて百貨店は、卸売業としてのアパレル
企業から商品を仕入れ販売していた。それが、
「仕入販売」ではなく、「委託販売」へ、さら
に「消化仕入れ」という取引形態に変わり、
しかも販売員は百貨店アパレル企業から派遣
され、在庫管理も百貨店アパレル企業が行う
など、極論すれば、百貨店は「売り場を提供
する場所貸業（不動産業）」の役割しか見え
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社企画」に基づく「海外生産」を、自社で直
接行う（直接貿易、直貿）など、単に仕入れ
を主体とする小売業とはいえなくなっている。
　一方、自社の明確なコンセプトの下で「自
社企画」し、商社等にOEM生産を委託して
いる「良品計画（店舗名は、無印良品）」に
おいても、自らASEAN地域に広がる縫製工
場44）を巡回するなどして、製品生産に関与し
続けていることが認められる。
　そして、イトーヨーカ堂、イオンリテール45）
などの量販店も、単なる仕入品で構成されて
いるのではなく、自社企画品も数多く扱って
いる。たとえば、製品生産を商社等に委託
（OEM生産）した際も、ユニクロほどのチェッ
ク回数でなくとも、自らが巡回管理を実施し
たり、チェック委託するなどして、生産関与
している。
　さらに、ファクトリエ46）のように全国の縫
製業、ニット業などを数多く訪れ、その中か
ら自社の製品企画に合う企業に生産委託し、
ネット販売するアパレル企業なのか小売業な
のかを明確に分けることができない企業も生
まれている。
　いったい、こうした小売業の製品生産の関
与とアパレル企業の製品生産の関与とでは、
何が異なるのであろうか。かつてと比較する
と、アパレル企業は生産場面から確実に遠ざ
かっているのに対し、小売業は生産場面に着
実に近づいていることは間違いない。この製
品生産の関与の違いは、アパレル企業とか小
売業とかの違いというよりも、個別企業レベ
ルでの取り組みの違いでしかなくなってきて
いるようにも思える。
　一方、かの「ユニクロ」「GU」を展開する
ファーストリテイリングは、その業態から
「SPA（製造小売業） 」として位置づけられて
いるが、政府統計では単純に「小売業」に分
類されることになろう。ここで注目すべきは、
ユニクロの商品構成が、かつてのように岐阜
のアパレル企業等から仕入れしていた時代か
ら、現在のように自社の「製品企画」、ある
いは原糸メーカーおよび商社等の「ODM提
案」かの別なく、わが国のアパレル産業の中
では、「生地企画」から「製品生産」に至るま
で最も深く関わっている点であろう。
　変化は、専門店としての「セレクトショッ
プ」にも及んでいる。ユナイテッドアローズ、
TOKYO BASE、ビームス42）では、自社によ
る「製品企画」に基づき、製品生産を進め、
店舗販売するという事業が拡大してきている。
本来、セレクトショップとは、特定のコンセ
プトに基づき、提案の有無に関わらず「製品」
を見極め、仕入れする業態ではなかろうか。
それが、今日では、セレクトショップといわ
れながら、「製品企画」に何らかの形で関わっ
ていくことが広がってきている。
　この点、衣料品専門店としての品揃えがユ
ニクロと対比されることが多い「しまむら」
の仕入れについては、ホームページ等では「商
品の品揃えと販売計画は、本社に所属する約
110名の ｢仕入れのプロ｣（＝バイヤー）が担
当し、カテゴリー毎の販売計画に最良な商品
を600社以上のサプライヤーから仕入れてい
ます」43）とあるように、仕入れによる商品構
成を謳っているが、製品企画に深く関与して
いる商品が少なくない。たとえば、商社等か
らのODM提案をベースに、「製品企画」をめ
ぐるやり取りが繰り返されているケースがあ
げられる。また、定番品中心ではあるが「自
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いるからにほかならない。こうした「企画」
を基軸とした、生産・流通構造変化の分析研
究に取り組みたいと考えている。
　最後に、今後の繊維産業・アパレル産業の
発展にとって危惧されている多くの中から、
次の点をあえて指摘しておきたい。ごく当た
り前のことかも知れないが、国内生産の縮小
により、国内生産事業の縮小と撤退が、とり
わけファッションアパレル分野において繰り
広げられていることについてである。原糸
メーカーの多くは、繊維事業の縮小、事業の
多角化と共に、脱ファッションアパレルを明
確に打ち出している。現在のところ、ファッ
ションアパレルに関わる「生地生産」を一定
量継続している企業としては、合繊生地では
東レのみしか著者は確認できていない。この
点、合繊部門を備える東洋紡48）は、2000年代
中頃にはファッションアパレル用の生地生産
から撤退し、一定の生産量が期待でき、特殊
機能により付加価値の高いユニフォーム用、
スポーツ衣料用の生地生産に限定したことが
認められる。また、紡績メーカーも、多少の
違いはあるにしても、事業規模の縮小と多角
化経営、そして脱ファッションアパレルに著
しいというのが実態であろう。
　こうしたことは、アパレル産業の将来に
とって、極めて由々しき問題を孕んでいえる。
それは、アパレル企業の国内生産に基づく製
品差別化が、国内回帰が人手不足難から維持
できなくなることが懸念されている「製品生
産（縫製加工）」に加えて、脱ファッション
アパレルの下での「生地生産」の国内生産基
盤喪失という制約下に置かれることを意味し
ている。
　とまれ、著者は、繊維産業・アパレル産業
の発展は、国内衣料市場がある限り可能であ
５．今後の分析軸としての企画と産業発
展の阻害要因について
　ここまで、繊維産業・アパレル産業全体を
対象とした生産・流通構造変化の特質と分析
視角を、４つの括りで整理してきたが、最終
的には、それらを「企画」というキーワード
で関係づけることができればと考えている。
現在、多くの繊維・アパレル関連企業は、「企
画」に何らかの形で関わることを強めている。
それらは、次のような企業に及んでいる。
　「生地企画」（川上から順に）・・・原糸メー
カー（紡績メーカー、合繊メーカー）、織物
業（機屋）、染色業、ニット業（編立業）、産
元商社、産地問屋、買継商、繊維専門商社、
総合商社、アパレル企業、百貨店、量販店、
専門店（SPAを含む）。
　「製品企画」（川上から順に）・・・ニット
業（横編業）、ニット業（丸編業）、繊維専門
商社、総合商社、アパレル企業、百貨店、量
販店、専門店（SPAを含む）。
　さらに、最近ではこれら以外の企業でも、
「企画」に関わってきている例が散見される。
たとえば、国内生産が活発な時代では、紡績
メーカーから直接生地を調達することができ
なかった縫製業が、現在では系列体制から解
き放された生地産地に出向き、自らの「生地
企画」に基づき直接仕入するケースがみられ
る47）など、従来の常識とか、多くの取り組み
事例のみで判断してはならないほど変化して
いることに留意する必要がある。
　ところで、著者が「企画」にこだわるのは、
生地生産、製品生産をめぐる取引場面では、
「企画企業」が取引価格決定、生産数量決定
などで主導的な位置にあり、また「企画提案
企業」も一定の影響力を持っていると考えて
― 68 ―
??????????????????????
卸売業が、どのような機能を備えているかの分析
がより重要であると考えている。
７）貿易統計によると、輸入品の平均単価は、91年
を100とすると、09年では52.4と低下している。
それ以降は、平均単価は下げ止まりするが、量が
増加するなど、国内市場での価格低下へと影響し
続けている。
８）ここでいう繊維・アパレル企業とは、川上から
川下に至るすべての製造、卸売、小売に関わる企
業である。
９）著者の繊維産業・アパレル産業の研究に関して
の先行研究は、産業全体にまで幅を広げると、膨
大な数にのぼる。その数は、何千とか、何万点に
及ぶのかも知れない。現時点で確認している先行
研究の数は、500点前後にすぎず、先の数からす
るとごく一部にすぎない。今後の研究においては、
特定のテーマごとに先行研究から多くの示唆を得
ることにしたいと考えている。
10）とはいえ、繊維事業で設立されてきた企業が多
い総合商社ではあるが、現在では事業規模の縮小
などを背景に繊維部門の子会社化が著しく、大手
では唯一、伊藤忠商事が本体に繊維部門を抱えて
いるにすぎなくなっている。
11）合繊メーカー、紡績メーカー系の商社として訪
問したのは、東レインターナショナル、帝人フロ
ンティア、蝶理、東洋紡STC、クラレトレーディ
ング、富士紡ホールディングスなどである。
12）OEMメーカーは、OEM生産に関わってきた商社、
アパレル企業、縫製業からの独立などによって設
立されてきた企業が多い。
13）『繊維統計（生産動態統計調査）』による生産数
量は、捕捉率が３割強にとどまっているため、「補
正推計」しているが、本来捕捉率の高い『工業統
計』等で、国内の衣料品の生産数量、あるいは出
荷数量を導き出すことを何度も検討し、試算を繰
り返した。しかし、『工業統計』では、①作業服、
下着等の出荷数量が公表されていないこと、②「製
造品出荷」と「賃加工品」の扱いが、他の産業と
は異なる生産構造にあるため、単純に「賃加工品」
を除き、「製造品出荷」のみで出荷数量とすること
ができないこと、たとえば、婦人服では、「製造品
ると考えている。たとえ、発展に向けての取
り組みにおいて様々な壁があろうとも、わが
国の繊維産業・アパレル産業は、それを乗り
切る力を内在していると信じたい。
注
１）本稿では、繊維産業とアパレル産業の定義づけ
を厳密にはしていない。広く繊維産業を意識しな
がら、特に衣料品（アパレル品）に焦点を当てて
いることを断っておきたい。一般に、繊維産業と
いう場合、広義では、アパレル産業を含み、狭義
には含まないが、両者を厳密に分けることが極め
て難しいと考えている。
２）中国における日本向け製品生産（縫製加工）の
生地については、90年代中頃までは、日本から輸
出していた。これは、中国で調達できる生地の品
質上の問題や、日本製生地を使っての製品輸入の
関税の優遇処置（暫定８条）が背景にあるが、90
年中頃以降は、安価で品質が向上した中国製の生
地が、急速に採用されていくことになった。
３）毛織物では、一宮市を中心とした尾州産地、短
繊維織物（綿・混紡）では西脇市を中心とした播
州産地、丸編ニットでは和歌山産地、長繊維合繊
織物・ニットでは北陸産地といったところが代表
的な産地である。
４）ここでの「過度」という表現は、生地生産の集
積が面的な広がりから、点在という形に後退する
ことで様々な問題が生じていることを忘れてはな
らないという意味を込めている。
５）著者は、「アパレル企業」を、これまでは「アパ
レルメーカー」と呼んでいた。しかし、昨今のア
パレル企業の多くは、製品生産の関与はいうまで
もなく、製品企画からも後退するなど、メーカー
的要素から大きく乖離しているように思える。そ
の意味で、メーカーとは呼ばないこととしたい。
６）SPA（specialty store retailer of private label 
apparel）とは、製造小売業といわれるが、時代
と共に変化する事業内容を考慮すると、そうした
定義にこだわることなく今日の小売業、あるいは
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国生産を継続、他は撤退等を余儀なくされている。
21）アパレル企業の大半は、自社では縫製工場をも
つことなく、外注としての縫製工場を組織して製
品生産をしていたが、一部の大手アパレル企業で
は、国内に自社縫製工場を構えている例もみられ
る。イトキン、三陽商会、ダーバンなどが知られ
ているが、紳士服とか学生服等については、自社
縫製工場を構えるのが一般的である。
22）チャイナプラスワンとは、衣料品生産が中国で
大半が実施されていたことに対する政治的不安等
から、中国以外での製品生産戦略を指す。
23）バングラディッシュ、インドなどを指す。
24）ユニクロは、2018年中にもエチオピアで試験生
産を始めるという（日本経済新聞、2017年12月27
日付）。また、中国、台湾などの縫製業では、
ASEANで展開する生産ロットよりも、さらに大
きなロットについては、中国の10分の１の人件費
のケニア、ザンビアに進出している例もあるとい
う（ティーオーの李社長より、2017年10月20日）。
25）中国以外で生地調達が可能なのは、早くから原
糸メーカーが進出していたインドネシア、タイな
どである。
26）中国では、賃金の高い他の産業の工場に人手が
吸い寄せられ、縫製工場には人が集まらないとい
う状況に陥っていく。まさに日本と同じような道
を歩んでいる。
27）福井合繊織物・ニット産地の非衣料分野への取
り組みについては、加藤秀雄「福井繊維産業の構
造変化と非衣料分野への展開―衣料分野と非衣料
分野の発展に向けて―」『商工金融』第58巻第５号、
2008年５月、5－28頁、を参照されたい。
28）この点、現時点で国内生地産地を訪問できたの
は、合繊織物・ニット産地の福井（北陸産地）、
毛織物産地の一宮（尾州産地）、合繊織物と和装
織物の桐生産地、同じく合繊織物と和装織物の米
沢産地、和装織物の西陣産地、和装織物が大半を
占める丹後産地、和装染物産地の十日町、丸編ニッ
トの和歌山産地、横編ニットの新潟五泉産地など
である。
29）原糸メーカーの事業展開については、山路直人
『企業革新の研究－繊維産業の脱成熟化のプロセ
出荷」の金額よりも、｢賃加工品｣ の金額が何倍に
なるなど、「賃加工品」が製造業と製造業の取引で
はなく、卸（アパレル企業）と製造業（縫製業）
の取引が多くを占めているなど、出荷数量を導き
出すことが難しくなっている。この点、他の産業
では、「製造品出荷」が材料持ちで加工する取引が、
発注者、受注者相互に「製造品出荷」として二重
計上されることを、どのように排除するかに苦慮
するが、アパレル産業では、「賃加工品」に分類さ
れ、出荷数量に計上できないなどの問題を抱えて
いる。なお、こうした点を考慮しての工業統計に
基づく数量推計によると、先の従業者数、従事者
数を基礎とする「補正推計」よりも国内生産数は、
およそ1.1－1.3倍に達することに留意したい。
14）欧米アパレル企業、アジアアパレル企業などか
らの輸入品を含む。
15）繊維産業・アパレル産業における生地・製品等
の生産期間は、長期にわたることと、その期間の
資金的余裕のある企業は少なく、大半が商社等の
与信、長期金融などの支援に依存してきた。
16）当初は、発注先からの企画品を受託して生産す
るOEM生産であったが、受注者側の企画デザイ
ン提案により生産するODM生産が増えていく。
17）総合商社の事業内容は、単なる貿易等の流通・
金融業務に留まるものではなく、海外の資源開発、
そしてここでの生産事業にも踏み出すなど、極め
て幅広いものであることに留意する必要がある。
18）日本のアパレル企業、縫製業の多くは、それが
大手といえども、海外事業を展開するという点で
の人材とか、海外市場を踏まえた経営であるとか、
また資金的な余裕という点で、自らが全面的に取
り組むには、乗り越えなくてはならない壁が多
かったようである。それが商社が脇役から主役へ
と転じた理由の一つでもある。
19）加藤秀雄「日本アパレル産業における商社等の
海外製品生産事業の分析」『埼玉学園大学紀要　
経済経営学部篇』第17号、2017年12月。
20）たとえば、岐阜の縫製業では、サンテイのリー
ドの下、30－40企業、120－130工場が相次いで進
出、設立されたようである。しかし、現在では、
中国以外にも展開できている５、６企業のみが中
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て、百貨店アパレル企業については、自社組織に
おける経費削減等のスリム化に踏み出す企業が数
多くみられる。このスリム化の一つが、企画デザ
インの外部化であり、ODM生産品依存へと繋がっ
ているといえよう。
 　こうした上代価格と製造原価との乖離の拡大と、
逆に大量の定番品を低価格で市場に投入してくる
ユニクロ等の上代価格と製造原価の比率が２倍強
であるということを知らずとも、消費者は手に
取った商品の価格と品質の関係を感覚的であると
いえどもかなり理解しているように思える。こう
した点を、小売市場に関わるアパレル関連企業は、
どのように受け止めているのであろうか。
40）もちろん、今なお百貨店の衣料品販売は、単な
る場所貸しではなく、独自の企画による製品づく
りが継続されていることを否定するものではない。
41）樫山純三『走れオンワード　事業と競馬にかけ
た50年』日本経済新聞社、1976年、76－77頁。
42）ユナイテッドアローズは、2018年３月12日訪問、
TOKYO BASEは、2018 年９月21日訪問、ビーム
スは2018年９月28日訪問。
43）しまむらグループ（2017年８月30日訪問）のホー
ムページ、「商品管理」より。
 https://www.shimamura.gr.jp/company/business/
detail.php?id=57　2018年８月５日確認。
44）良品計画の国内店舗の衣料品は、ASEAN地域、
南アジアがほぼ100％を占めている。なお、中国
店舗には、中国生産品も並んでいる。2017年８月
30日訪問。
45）イトーヨーカ堂は、2017年８月31日訪問、イオ
ンリテールは、2018年３月１日訪問。
46）ライフスタイルアクセント（ファクトリエ）は、
2017年10月５日訪問。
47）縫製業のワイケーエス（香川県）は、2018年７
月13日訪問。
48）東洋紡STCは、2018年１月25日訪問。
ス』白桃書房、2014年、が有益である。
30）北陸産地については、竹田秀輝『戦後日本の繊
維工業』大明堂、1976年、が有益である。
31）播州産地については、金子精次編『地場産業の
研究－播州織の歴史と現状』法律文化社、1982年、
大田康博『繊維産業の盛衰と産地中小企業－播州
先染織物業における競争・協調』日本経済評論社、
2007年、が有益である。
32）東京墨田区を中心とするニット業は、現在では
丸編機による生地生産を手がけることはほとんど
なく、アパレル企業向け、小売業向けのニット製
品のOEM・ODM生産を手がけている。こうした
展開で、東京は外衣、大阪は下着に向かったこと
が注目される。
33）現在までの生地産地での聞き取りでは、ほぼす
べての産地が、「生地企画」、あるいは産地生地を
使っての「製品企画」に踏み出しているようであ
る。このうち、数年にわたり取引が継続している
例としては、和歌山ニット産地があげられる。
34）サンテイは、2017年７月13日訪問。
35）業界では、「属工」と呼ばれている。
36）社団法人中小企業研究センター編『産地縮小か
らの反攻－新潟県ニットメーカーの多元・多様な
挑戦』同有館、2003年、が有益である。
37）いわゆるカタログ品とは異なる注文品のことを
指す。
38）売れ残りについては、年10億点（朝日新聞デジ
タル2018年７月３日）、年14億点（NHKクローズ
アップ現代2018年９月13日）などのように、国内
市場向けの輸入量と国内生産量の合計、約40億点
の２－３割強に達する。この点、流行に著しい「レ
ディースファッション品」の売れ残りは、想像を
遙かに超えているように思われる。
39）その一つが、上代価格の設定が、たとえば百貨
店販売では、衣料品販売が拡大していた時代、す
なわち消化率が高かった時代においては、製造原
価の３倍ほどであったのが、現在では売れ残りが
多いことを前提に５倍ほどに跳ね上がっている。
こうした方法だと、同じ上代価格の場合、製造コ
ストが低く抑えられ、縫製、染色、生地の取引に
厳しいコスト対応が求められることになる。加え
